
様式第１号（第４条関係）
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２■施策推進の状況
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３■施策の担当課による評価結果

　

　　　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

達成率(％)

８０．０（％）

　平成１９年度 　平成２０年度

８０．０（％）

７５．０（％）

　平成２１年度

１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

２－１施策全体に
係る合計コストの
推移（千円）

市政への市民参加の機会や場に対する満足度

評価票作成者

749

749

 　平成１８年度

0

企画政策課長
宮田恒治

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

　市政への市民に意見の反映度を表す指標

　市民協働の充実度を示す指標

　交流と市民参加「市民と行政が尊重しあう協働のまちづくり」

　参加と協働

７５・０（％） 　市が市民活動を支援している状況を示す指標

　平成２７年度　平成２３年度

基本施策コード市民参加・市民活動支援

７５・０（％）

７２．０（％）

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

目標値（単位） 実績値（単位）

５―１―２　

総合評価

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

単年度
担当課評価

３－1評価結果

担当課評価

市民が主体となったまちづくり活動の活発さに対する満足度

ＮＰＯ・ボランティア活動などへの支援状況に対する満足度

　平成２２年度

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

　平成２５年度

　平成２５年度　平成２４年度 　平成２６年度 　平成２７年度

　平成２４年度 　平成２６年度

 　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度

今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

 

　平成１８年度は６件の案件をパブリックコメントに供した。頂戴し
た意見・提言に対する市の意見対応もしっかり出来た。

　政策の策定にあたり、市民の意見を広くお聴きする制度で
あるが、意見を提言してくださる市民は少なく、この拡大が
課題である。

　パブリックコメント以外にも政策形成に市民の声を反映させるツー
ルを構築する必要性はないか。

３－２評価の内容

施策評価票番号 44

基本成果指標名

企画部 企画政策課

　市民、企業、行政がそれぞれの役割と責任を担い、協働した取り組みと行政への市民参加を拡大する。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

　平成２３年度

 ● 施策評価の判定基準
　　Ａ ：　施策の目的を効果的に達成しているので継続する
　　Ｂ ：　施策推進の実施手法等に改善の必要がある

　良好に進展

　良好でない

　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 良好に進展 良好に進展 良好に進展 良好に進展 　良好に進展 　良好に進展

　良好でない 　良好でない 　良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 　良好でない 　良好でない



４■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

1 20(人) Ａ Ａ

2
6

(委員会)
Ａ Ａ

3 100(％) Ａ Ａ

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

3市民参加による計画策定事業 参加型の手法で策定されている計画の割合　１００（％）

パブリックコメント制度推進事業 パブリックコメントへの意見提出人数　３０（人）

委員の公募制の充実事業 市民公募を行っている審議会・委員会の数　１０（委員会）

1

2

成果指標と最終目標値(単位)事務事業名称

４－１　施策を構成する事務事業の評価情報 　平成１８年度

総合評価
担当課判断優先順位


